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　所得の低い人については、その負担が重くなりすぎないように表１に示す利用者負担
段階に応じた軽減が行われます。「居住費（滞在費）」と「食費」は、段階に応じて（表２）
上限額までの負担となります（上限額を超えた額は、特定入所者介護サービス費として
介護保険により施設に支払われます）。
　負担の軽減を受けるためには申請が必要です。詳しくは、左ページの問い合わせ先まで。

利用者負担段階
居住費 (滞在費 )の上限額 食費の上限額

ユニット型
個　室

ユニット型準個室
従来型個室 多床室 ユニット型

個　室
ユニット型準個室
従来型個室 多床室

第1段階 820円 490（320）円 0円 300円

第 2段階 820円 490（420）円 320円 390円

第 3段階 1,640円 1,310（820）円 320円 650円

所得の低い人の利用者負担段階（表１）

月から

◇施設の利用者負担は

10

◇所得の低い人の負担軽減措置は

区　　　　　　分 利用者負担段階
市民税非課税世帯の人で、老齢福祉年金を受給している人、生活保護を
受けている人など 第1段階

市民税非課税世帯の人で、合計所得金額と課税年金収入との合計額が
80万円以下の人など 第2段階

市民税非課税世帯の人で、上記以外の人など 第3段階

　

10
月
か
ら
、
法
律
の
改
正
に
よ

り
、
介
護
保
険
施
設
（
特
別
養
護

老
人
ホ
ー
ム
、
介
護
老
人
保
健
施

設
、
介
護
療
養
型
医
療
施
設
）
や

シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
（
短
期
入
所
生

活
介
護
、
短
期
入
所
療
養
介
護
）

を
利
用
さ
れ
る
場
合
に
は
、「
居

住
費
（
滞
在
費
）」
と
「
食
費
」
が
、

通
所
介
護
（
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
）
や

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
（
デ

イ
ケ
ア
）
を
利
用
さ
れ
る
場
合
に

は
「
食
費
」
が
、
保
険
給
付
の
対

象
外
と
な
り
利
用
者
の
全
額
負

担
と
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
介
護
保
険
施
設
（
シ

ョ
ー
ト
ス
テ
イ
を
含
む
）
を
利
用

し
て
い
る
所
得
の
低
い
人
に
つ

い
て
は
、
負
担
軽
減
を
図
る
た
め

「
居
住
費
（
滞
在
費
）」
お
よ
び

「
食
費
」
の
負
担
上
限
額
が
設
け

ら
れ
、
負
担
の
軽
減
が
行
わ
れ
ま

す
。

　

ま
た
、
10
月
以
降
の
介
護
利
用

分
に
つ
い
て
、
年
金
収
入
な
ど
が

80
万
円
以
下
で
生
活
保
護
を
受

給
し
て
い
な
い
人
な
ど
は
、
高
額

介
護
サ
ー
ビ
ス
費
の
支
給
区
分

が
見
直
さ
れ
、
負
担
が
軽
減
さ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

平成 17 年

介
護
保
険
制
度
の
一
部
が

変
わ
り
ま
す　個室あるいは多床室（相部屋）といった居室の違いや、食材や調理にかかる経費など、

利用している施設によって利用者負担額が異なります。

※「市民税非課税世帯の人」とは、本人およびその世帯に属する人の全てが、市民税非課税で
ある人をいいます。

※（　）は特別養護老人ホーム、短期入所生活介護の従来型個室を利用した場合の金額です。

各段階の利用者負担上限額（表2）（表2）（表2）

【現行】

施設利
用 施設利

用
施設利

用

食費の
全額

施設利
用

施設利
用

施設利
用

施設利
用

施設利
用

施設利
用

【改正後】

〔日額〕

居住費日常生
活費

施設サ
ービ

ス費の
1割食費の

一部

日常生
活費

施設サ
ービ

ス費の
1割 10

月
か
ら


